
 

2026 年７月５日（日）実施 

監査総合グループ第６回考査 

試 験 問 題 
  

注意事項 
 

＜補習生カードを通路側に置いて、番号が確認できるようにしてください＞ 
 

1 試験開始の合図により、試験を始めてください。それまでこの冊子を開くことを厳禁とします。 

2 この冊子の最後の頁には、「以上」の記載があります。試験開始の合図の後、まず頁を調べて、

印刷不鮮明、落丁等があれば黙って手を挙げ、試験監督者に申し出てください。 

3 答案は、配付した答案用紙の解答欄に作成してください。答案作成には、黒インクのボールペ

ン又は万年筆のいずれかを使用してください。また、楷書で丁寧に記入し、数字については 3 桁

ごとにカンマを打って解答してください。こするとインクが消えるボールペンは使用不可とし

ます。黒のボールペン又は黒の万年筆以外で解答した答案は試験を無効とし、採点しません。 

4 所属補習所、補習生カード番号、氏名について、各解答用紙の記入欄に漏れのないよう確実に

全て記入してください。未記入項目がある場合は、その解答用紙を採点しない場合があります。 

5 答案用紙は、白紙の場合も必ず提出してください。 

6 問題に関する質問には一切応じません。 

7 試験時間は２時間です。試験開始 60 分後から試験終了 10 分前までの間は、途中退室を認めま

す。途中退室する場合は、必ず答案用紙を番号順に揃え、裏返して自分の座席の机上に置き、静

かに退室してください。問題用紙は持ち帰ることができます。 

8 試験会場で使用が認められるものは、次のとおりです。 

筆記用具（ペンケースから取り出すこと）、定規、修正液（修正テープ）、電卓（規定のもの）及び

腕時計又は懐中時計。スマートウォッチ（試験監督者がスマートウォッチかどうか判断しづらい

腕時計を含む）、ストップウォッチ、キッチンタイマー、置時計は使用できません。 

腕時計又は懐中時計は机上に置いて使用してください。また、使用が認められているもの以外は

カバン等にしまい、荷物は全て足元に置いてください。試験開始後は、カバン等から荷物を取り

出すことはできません。これらに反した場合は、試験監督者の判断で不正行為とみなし、試験無

効とします。 

 9 携帯電話やスマートフォン、タブレット、スマートウォッチ等の通信機器は、電源を切ったう

えでカバン等にしまってください。 

10 水分補給のため、外装フィルムを剥がしたふた付きペットボトル 700ml 以下のもの 1 本に限り

試験中に机上に置くことができます。 

11 試験中、やむを得ない事情で席を離れる場合は、挙手のうえ試験監督者の指示に従ってください。 

12 試験終了の合図とともに直ちに筆記用具を置き、速やかに答案用紙を番号順に揃え、裏返して

自分の座席の机上に置いてください。 

13 不正を行った者には直ちに退場を命じ、その回の試験は無効とします。 

14 無効となった場合は、問題用紙・答案用紙の持ち帰りはできません。 
 
 
（答案用紙の氏名等記載例・マークシート記入例） 
※1：所属補習所・支所は自身が所属する[東京・東海・近畿・九州・札幌・仙台・長野・新潟・静岡・金沢・

広島・高松]のいずれかを記載すること 

※2：補習生カード番号を記載し、丁寧にマークすること。また、誤ってマークした場合は、修正液(修正テー

プ)で綺麗に消すこと 

  
実務補習協議会 
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問題１ 財務報告に係る内部統制の監査【配点 40点】 

問１ 以下の文章は、ある会社における内部統制報告書の【評価の範囲、基準日及び評価手続に関

する事項】に関する記載のうち、重要な事業拠点、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目、

個別に評価対象に追加した事業拠点及び業務プロセスに関する記載を抜粋したものである。

当該記載内容には、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準」に照らして、波線部分

に記載が不足していると考えられる事項がある。そこで、波線部分①～③について記載が不

足していると考えられる事項を解答用紙にならってそれぞれ答えなさい。 

 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売

上高（連結会社間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連

結売上高のおおむね３分の２に達している５事業拠点を①「重要な事業拠点」とした。選定

した重要な事業拠点においては、②企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、

売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象とした。さらに、選定した重要な事

業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発

生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大き

い取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要

性の大きい業務プロセスとして③評価対象に追加している。 

 

問２ 以下のア～エの文章は、内部統制報告制度における評価範囲の決定方法に関して記載したも

のである。評価範囲の決定方法として正しければ解答欄に○を、誤っていれば×を記入し誤

りの理由を答えなさい。 

 

ア：全社的な内部統制は、原則として全ての事業拠点について評価することとされている

ため、全ての連結子会社を含める必要があるが、持分法適用関連会社については含め

る必要はない。 

イ：企業の事業目的に大きく関わる勘定科目は、財務報告に対する金額的及び質的影響並

びにその発生可能性を考慮して決定するが、売上、売掛金及び棚卸資産の３勘定につ

いては必ず企業の事業目的に大きく関わる勘定科目に選定することになる。このため、

財務報告に対する金額的及び質的影響を並びにその発生可能性を考慮するのは、これ

ら以外の勘定科目を選定する場合である。 

ウ：重要な事業拠点を選定する指標として、売上高に加えて売上高以外の指標を同時に用

いることもできる。また、売上高を選定指標とせずに売上高以外の複数の指標を用い

ることもできる。 

エ：業務プロセスの評価範囲は売上高等の企業が選定した指標にしたがって決定するため、

全社的な内部統制の評価結果を考慮する必要はない。 
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問３ 以下のＰ社グループにおける重要な事業拠点の選定に関する設例を読み、問いに答えなさい。 
 

 親会社 連結子会社 

合計 

 
Ｐ社 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 

その他 

（５社） 

事業内容 
Ｘ事業 Ｘ事業 Ｙ事業 Ｘ事業 Ｚ事業 その他 

事業 製造販売 製造販売 製造販売 販売 製造販売 

売上高 

の割合(*) 
25％ 18％ 18％ 16％ 10％ 13％ 100％ 

(*)当期の期首時点での予算売上高に基づき算定 

 

［前提条件］ 

• 複数事業を営む一般的な製造業の連結グループであり、全社的な内部統制の評価は良好

である。 

• 選定指標に対し、おおむね３分の２に達する事業拠点を重要な事業拠点とすることとし

ている。 

• 親会社（Ｐ社）と連結子会社Ａ社はいずれも国内に所在し、Ｘ事業の製品を製造及び販

売している。 

• 連結子会社Ｂ社は国内に所在し、Ｙ事業の製品を製造及び販売している。 

• 連結子会社Ｃ社は国内に所在し、Ｐ社及びＡ社で製造された製品を販売している。 

• 連結子会社Ｄ社は前期末に他社から買収した海外子会社であり、従来のＰ社グループの

事業とは異なる分野（Ｚ事業）の製品を製造及び販売している。 
 

［Ｐ社の経営者の判断］ 

• 各事業の利益率に大きな差異はなく、事業拠点の重要性を判断する指標として売上高が

適切であると判断し、売上高を重要な事業拠点の選定指標として用いることとした。 

• 前期においては、重要な事業拠点としてＰ社、Ａ社、Ｂ社の３社を重要な事業拠点とし

て選定していた。 

• 企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として、売上高、売掛金及び棚卸資産を選定し

ている。 

• 当期からＤ社の売上高が連結売上高に含まれることになり、Ｐ社、Ａ社、Ｂ社の売上高

が連結売上高に占める割合が低下し、おおむね３分の２に達しなくなったことから、重

要な事業拠点の追加を検討している。 

 

１．Ｐ社、Ａ社、Ｂ社に次いで金額的重要性の高いＣ社を重要な事業拠点として追加するという考

え方に対して、Ｄ社を重要な事業拠点として追加するという考え方もあり得る。Ｄ社を重要な

事業拠点として追加すべきと判断する場合にどのような理由が考えられるか、質的重要性の観

点から３つ具体的に答えなさい。 
 

２．Ｐ社の経営者は、計画段階において監査人と協議した結果、前期まで重要な事業拠点であった 

Ｐ社、Ａ社、Ｂ社に加えてＤ社を重要な事業拠点として選定した。しかし、その後、期中にＣ

社の売上高から重要な虚偽表示が発見され、検討の結果、Ｃ社の売上高に至る業務プロセス（販

売プロセス）に開示すべき重要な不備があると判断された。このような状況において、経営者

は内部統制の評価範囲についてどのような対応をとることが適切か答えなさい。 
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問４ 開示すべき重要な不備に関する以下の問いに答えなさい。 

１．「財務報告に係る内部統制が有効である」とはどういうことか説明しなさい。 

 

２．開示すべき重要な不備が期末日に存在する場合、経営者は内部統制報告書の評価結果に関

する事項に何を記載すべきか、答えなさい。 

 

３．財務報告に係る内部統制に開示すべき重要な不備があり、内部統制が有効でない場合、財

務諸表監査において監査人が検討すべき事項を答えなさい。 

 

４．前期の内部統制報告書に開示すべき重要な不備がある旨を記載した場合、当期の内部統制

報告書に記載が必要となる事項を答えなさい。 

 

問５ 監査人による業務プロセスに係る内部統制の運用状況の評価の検討に関する以下の問いに

答えなさい。 

１．以下の文章は、業務プロセスに係る内部統制の運用状況の検討にあたって監査人が実施す

るサンプリングに関する留意点について記載したものである。空欄①～⑥に当てはまる適

切な語句又は文言を答えなさい。 

 

サンプリング方法は、サンプリングに際して（ ① ）が排除される場合には、（ ② ）

のみならず、（ ③ ）の手法も考えられるが、監査人は、個々の状況により、（ ④ ）

を最も効果的かつ効率的に入手することができるかどうかにより判断する。なお、抽出し

たサンプルから（ ⑤ ）に関する結論を導き出す必要があるため、（ ⑥ ）は用いない。 

 

２．以下の文章は、内部統制の運用状況の検討にあたって監査人が実施する監査手続について

記載したものである。空欄①～⑥に当てはまる適切な語句を答えなさい。 

 

監査人が実施する監査手続には、（ ① ）、関連文書の（ ② ）、業務の（ ③ ）、企

業の担当者等による作業の（ ④ ）、監査人による（ ⑤ ）等があり、これらを組み合

わせたものから構成される。 

通常、（ ① ）のみでは内部統制の（ ⑥ ）の有効性を裏付けるには十分な証拠を入手

できないため、監査人は（ ① ）以外の他の種類の手続を実施して（ ① ）の結果に

より得られた回答の内容を裏付けることになる。 
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問６ 以下の文章は、全社的な内部統制の定義や位置付けについて記載したものである。空欄①

～⑧に当てはまる適切な語句又は文言を答えなさい。 

 

全社的な内部統制及び全社レベルの決算・財務報告プロセスは、基本的には（ ① ）全

体に適用される内部統制であるものの、（ ① ）を構成する一部で行われている（ ② ）、

リスクの評価と対応、統制活動、情報と伝達、モニタリング、ITへの対応に属する内部統

制も全社的な内部統制に含まれる場合がある。 

経営者及び監査人は、共に、まず全社的な内部統制を評価し、その評価結果を踏まえて、

全社的な内部統制では（ ③ ）を防止・発見できないと判断した（ ④ ）に係る内部

統制を評価する、いわゆる（ ⑤ ）型のリスク・アプローチに基づく内部統制の評価又

は監査をそれぞれ実施することが求められていることに留意する。 

監査人は、全社的な内部統制の評価の検討（特に（ ⑥ ）の評価の検討）を、通常（ ⑦ ）

の一環として、監査プロセスの（ ⑧ ）で実施することが想定されている。 
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問題２ ITのリスク評価の概論【配点 30点】 

問１ 次の文章の空欄①～⑬に当てはまる適切な語句又は文言を答えなさい。 

１．IT の利用から生じるリスクとは、企業の IT プロセスにおける内部統制のデザイン若しく

は運用が有効でないことにより、（ ① ）が有効にデザイン若しくは運用されない可能性

又は企業の情報システム内の（ ② ）（すなわち、取引及びその他の情報（データ）の

（ ③ ）、（ ④ ）、（ ⑤ ））に対し引き起こされるリスクをいう。 

２．ITの専門家を関与させる際の考慮事項としては、（ ⑥ ）及び監督及び（ ⑦ ）が挙げ

られる。 

３．監査人は、実施する監査手続の（ ⑧ ）若しくは（ ⑨ ）を変更する又は監査手続の

（ ⑩ ）を（ ⑪ ）するために、内部監査人の ITに関する作業の利用を考慮する。ま

た、（ ⑫ ）制度の導入により、（ ⑬ ）による内部統制の評価が実施される。このた

め、（ ⑬ ）の内部統制の評価手続をどのように利用するかについての検討は、効果的及

び効率的な監査を実施する上で重要となる。 

 

問２ 以下の（１）～（９）の各文章について、説明が正しければ解答欄に○を、誤っていれば×

を記入しなさい。 

(１)企業の内部統制システムには、手作業の要素と自動化された要素が含まれる。一般に ITに

は、内部統制に対して、以下に掲げるような利点がある。 
 

✓ 大量の取引やデータを処理する場合であっても、あらかじめ定められた方針や規定に従

い一貫して処理し、複雑な計算を実行できる 

✓ 情報の適時性、可用性及び正確性を高める 

✓ 情報の追加的な分析を容易にする 

✓ 企業の活動状況と企業の方針及び手続を監視する能力を高める 

✓ 内部統制の適用を回避してしまうリスクを抑える 

✓ アプリケーションシステム、データベース及びオペレーティング・システム内にセキュリ

ティ・コントロールを導入することにより、適切な職務の分離を維持・確保することがで

きる 

 

(２)自動化された内部統制は、一般的に、手作業による内部統制よりも信頼性は高く、以下の

ような場合には、手作業による内部統制より効果的である。 
 

✓ 反復する取引が大量に行われる場合、又は想定される誤りを自動化された内部統制で防

止若しくは発見・是正できる場合 

✓ 内部統制を適切に構築し自動化することができるような明確な方法が存在する場合 

 

(３)IT の利用から生じるリスクの影響を受ける可能性が高くない IT アプリケーションの特徴

は以下のような場合である。 
 

✓ インターフェース接続のあるアプリケーション 

✓ データ量が大きい 

✓ アプリケーションは自動的に取引を開始する 

✓ 自動仕訳の基礎に様々な複雑な計算 
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(４)企業の IT 環境には、業務上又は法令遵守上の必要性に対応する IT アプリケーション及び

関連データが含まれる場合があるため、サイバーセキュリティリスクは必ず財務報告に影

響を与える。 

 

(５)承認行為に関する監査人にとっての基本的な留意点は、紙の伝票への押印による承認でも

電子承認でも同じであり、次の事項を満たす承認行為でなければ有効な内部統制として機

能しないことに留意が必要である。 
 

✓ 承認は正当な権限者によって行われているか 

✓ 承認は権限者本人によって行われているか 

✓ 承認漏れはないか 

 

(６)SaaSとはクラウド事業者が IaaSで提供するハードウェアに加えて、OS、ミドルウェア等の

システム・ソフトウエアをも提供するサービスである。 

 

(７)監査人が、売掛金の年齢表や在庫の評価レポートについて、レポートへの入力情報と出力

情報を実証的に検証した場合にも、監査人は関連する ITアプリケーションを、ITの利用か

ら生じるリスクの影響を受ける ITアプリケーションとして識別する必要がある。 

 

(８)EUCには、利用部門（エンドユーザー）がシステムの開発・運用を実施する管理体制を指し、

市販のパッケージ・ソフトウェアが利用される場合もあれば、スプレッドシート等の汎用

ソフトウェアを基に独自の開発をしている場合もあるが、IT全般統制と同等の有効性を確

保することは容易である。 

 

(９)市販の簡易なパッケージ・ソフトウェアは、多くの企業に使用されている簡易な会計シス

テム等であるため、常に ITの利用から生じるリスクの影響を受ける可能性が十分に低い場

合に該当する。 

 

問３ 以下の問いに答えなさい。 

１．IT全般統制を評価する意味を①情報処理統制、②情報のインテグリティの確保との関係で

説明しなさい。 

 

２．利用者が担当業務の遂行に必要以上のアクセス権を有すると、不適切な職務分離を引き起

こす可能性があるというリスクに対応した IT全般統制の例を２つ答えなさい。 

 

３．データベースの構造やデータ間の関連付けに不適切な変更が行われるリスクに対応した IT

全般統制の例を１つ答えなさい。 

 

４．ネットワークが、権限のない利用者による情報システムへの不適切なアクセスを適切に防

止していないリスクに対応した IT全般統制の例を３つ答えなさい。 
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問題３ 決算実務と開示【配点 30点】 

問１ 金融商品取引法に基づく企業内容開示制度に関する以下の問いに答えなさい。 

１．以下は有価証券報告書の構成の抜粋である。空欄①～⑧に当てはまる適切な語句を答えなさい。 
 

第一部  企業情報 

第１  企業の概況 

１  主要な（ ① ）等の推移 

２  沿革 

３  事業の内容 

４  （ ② ）の状況 

第２  事業の状況 

１ 経営方針、経営環境及び（ ③ ）等 

２ （ ④ ）に関する考え方及び取組 

３ （ ⑤ ） 

４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

５ 重要な契約等 

６ 研究開発活動 

第３  設備の状況 

１ 設備投資等の概要 

２ 主要な設備の状況 

３ 設備の新設及び除却等の計画 

第４  提出会社の状況 

１ （ ⑥ ）等の状況 

２ 自己株式の取得等の状況 

３ （ ⑦ ）政策 

４ コーポレート・ガバナンスの状況等 

５ 従業員の状況 

第５  （ ⑧ ）の状況 

第６  提出会社の株式事務の概要 

第７  提出会社の参考情報 

１ 提出会社の親会社等の情報 

２ その他の参考情報 

 

第二部 提出会社の保証会社等の情報 

   

〔監査報告書〕 

 

２．上場会社等の半期報告書に関する以下の表の空欄①及び②に当てはまる適切な数値を答えな

さい。 

 

対象会社 中間財務諸表の種類 提出期限 

上場会社等 特定事業会社を除く 第一種中間財務諸表 半期終了後 

（ ① ）日以内 

特定事業会社 

（銀行、保険会社等） 

第二種中間財務諸表 半期終了後 

（ ② ）日以内 
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問２ 以下の文章は、金融商品取引所の規制による開示について説明したものである。空欄①～⑧

に当てはまる適当な語句又は数値を答えなさい。 

 

１. 取引所の規則に基づく（ ① ）開示の趣旨は、流通市場における公正な価格形成

を確保し、流通の円滑化と投資者の保護を図ることと、内部者取引（（ ② ）取引）

の未然防止を図ることにある。（ ① ）開示が必要とされる会社情報としては、決

定事実、発生事実、（ ③ ）予想・配当予想の修正などがある。上場会社は、投資

者の投資判断に及ぼす影響が軽微なものとして規則で定める基準、すなわち「軽微基

準」に該当するものを除き、直ちにその内容を開示することが義務づけられるが、軽

微基準に該当するかどうか明らかでない場合にも、（ ① ）開示することが義務づ

けられるので十分に留意する必要がある。 

 

２. 上場会社は、（ ③ ）予想を開示している場合、売上高について（ ④ ）％以

上の増減があった場合、又は営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益

のいずれかに（ ⑤ ）％以上の増減があった場合には、直ちに（ ① ）開示が必

要となる。また、修正理由について、適切な開示が要請されており、セグメントや事

業分野別の動向に関する記載が求められる。 

 

３. （ ⑥ ）（又は四半期（ ⑥ ））は、決算に関する有用な投資情報を、その内

容がまとまった時点で直ちに、市場・投資家に迅速に伝達するものであり、遅くとも

決算期末後（ ⑦ ）日以内に開示することが適当とされ、30日以内の開示がより望

ましいとされている。 

 第１・第３四半期の（ ⑥ ）については、公認会計士等による（ ⑧ ）を義務で

受ける場合には、（ ⑧ ）が完了次第、開示することが原則とされる。（ ⑧ ）を任

意で受ける場合には、（ ⑧ ）が完了する前とするか、それとも（ ⑧ ）が完了次

第とするかを上場会社が判断する（前者の場合は、（ ⑧ ）完了次第、改めて期中 

（ ⑧ ）報告書を添付した四半期（ ⑥ ）の開示が必要となる）。 

 

問３ 会社法に基づく開示と実務に関する以下の問いに答えなさい。 

１．監査役会及び会計監査人設置会社を前提とした場合、以下について一般的に実施される順序

をカタカナで並び替えて答えなさい。 

   

ア：計算書類等の監査 

イ：計算書類の公告 

ウ：取締役会による計算書類等の承認 

エ：計算書類等の作成 

オ：計算書類等の定時株主総会への提出 

カ：招集通知の発送 
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２．会社計算規則に基づく注記に関する以下の記載について、空欄①～③に当てはまる適切な語

句を答えなさい。 

 

a. 損益計算書の注記として関係会社との取引高についての注記が必要となるが、関係会社

との取引による取引高の総額は、（ ① ）取引によるものとそれ以外のものとに区分し

て注記することが必要となる。 

b. 有価証券報告書を提出する大会社において、収益認識に関する注記は、会社が顧客との

契約に基づく義務の履行の状況に応じて当該契約から生ずる収益を認識する場合におけ

る次に掲げる事項を記載するものとされている。 

(1) 当該事業年度に認識した収益を、収益及びキャッシュ・フローの性質、金額、時期

及び（ ② ）に影響を及ぼす主要な要因に基づいて区分をした場合における当該

区分ごとの収益の額その他の事項 

(2) 収益を（ ③ ）するための基礎となる情報 

(3) 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を（ ③ ）するための情報を記載

することが要求されている。 

 

３． 以下の文章の空欄①～⑦に当てはまる適切な語句又は数値を答えなさい。 

（１）分配可能額は、分配時点の剰余金の額から（ ① ）の帳簿価額等を控除して算定する。「剰

余金の額」とは、その他（ ② ）剰余金とその他資本剰余金の合計額である。ただし、純

資産額が（ ③ ）万円未満の場合には、剰余金があってもこれを株主に配当することがで

きない。 

 

（２）剰余金の処分は配当の他に（ ④ ）への組入れ、損失の処理、（ ⑤ ）積立金の積立があ

る。これらは（ ④ ）・準備金の変動を伴うものを除き、株主総会（ ⑥ ）決議で行うこ

とが可能である。 

 

（３）配当政策の開示にあたっては、利益配分の基本方針、当期の配当決定に当たっての考え方、

（ ⑦ ）資金の使途、その他の内容を盛り込み、可能な限り具体的に説明することが望ま

しい。 

 

以 上 


